[Review] Guy Standing and Daniel Vaughan-Whitehead, ed., Minimum Wages in Central and Eastern Europe : from Protection to Destitution by 小林 英夫 & Kobayashi Hideo
[書評] ガイ・スタンディングおよびボーガン=ホワ
イトヘッド編『中東欧諸国における最低賃金 : 保
護から窮乏へ』
著者 小林 英夫
雑誌名 關西大學經済論集
巻 48
号 2
ページ 171-179
発行年 1998-09-30
その他のタイトル [Review] Guy Standing and Daniel
Vaughan-Whitehead, ed., Minimum Wages in
Central and Eastern Europe : from Protection
to Destitution
URL http://hdl.handle.net/10112/13648
171 
書評
ガイ・スタンデイングおよびダニエル・ボー ガン＝ホワイトヘッド編
『中東欧諸国における最低賃金一保護力も窮乏ヘ―-』I)
本書は， ILO(事務局）の中東欧研究チームが管
理経済から市場経済に移行しつつある中東欧諸国
の最低賃金制を論じたものである。われわれから
すれば，中東欧諸国の最低賃金制に学ぶところは
多くはないが，最低賃金制の原点を考える足掛か
りは得られよう。それに中東欧型の最低賃金制が
存するという事実は否定できない。本書をとりあ
げたのは，そうした点を考慮した結果である。
ガイ・スタンディングによれば，中東欧諸国の
最低賃金制の問題点は，それが生存水準を下まわ
っただけでなく，社会的給付（失業手当や年金な
ど）のベースとして社会的支出抑制のために利用
されたことにある。だがそれを論じる前に，過去
の法定最低賃金それ自体の問題点をも明らかにし
ておくべきであろう。
通常，最低賃金の論拠としては，①貧困の抑制
緩和，②低賃金層の労働力全体への統合，③下限
設定によるそれ以上の賃金の助長，④反苦汗的労
働政策，⑤生産効率の向上，⑥技術変化の促進，
⑦賃金格差縮小による所得不平等の是正，⑧所得
移転と社会的保護，⑨行政手段たるにふさわしい
簡便さ，があげられる2)。だが現代の西欧の最低賃
金制にかつての輝きはない。福祉国家そのものが
疑われているのであって，たとえば社会保険はフ
ルタイマーの完全雇用を前提とするが，現存する
のは大量の長期失業者と非正規雇用者である。
"welfare"にかわる "workfare"(労働を条件と
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する福祉）の強調は，弱者間の選別と低賃金労働
の正当化をもたらしかねない3)。裁量労働を含め
て就業形態の多様な今日では，最低賃金制はどう
あるべきなのか。
スタンディングの以上の問いかけをうけ，ダニ
エル・ボーガン＝ホワイトヘッドは，中東欧諸国
の最低賃金制にメスをいれる。市場経済への移行
期の最低賃金の役割としては，底辺の労働者の保
護，賃金構造への衝撃によるマクロ経済政策，企
業の再構築と生産性向上，政・労・使間の交渉促
進，などが考えられるが，現実は以下のようであ
った。
第1に，市場経済化→価格自由化→急激なイン
フレ→所得政策導入という流れによって，最低賃
金の対平均賃金比は低下した4)。
第2に，生存水準（貧困線）を下まわる最低賃
金はもはや社会的保護システムといえず，賃金の
市場決定と最低賃金の廃止が主張されるのも当然
だが，現状は，①最低賃金未満の賃金を支払う企
業が多い，②国によっては多くの賃金が生存水準
を下まわる，③賃金水準も最低賃金未満者比率も
産業や地域によってまちまちだが，政府統計はそ
れを示さない，④最低賃金の相対低下（とくに政
府予算部門）はそれと連動する社会的給付をも低
下させる，という状況なので，そう簡単に最低賃
金を廃止できるわけがない5)。
第3に，効率賃金論は西欧ではある程度実証さ
れているが，中東欧では栄養改善の点であてはま
ろう。最低技能の賃金すら最低賃金を上まわって
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いる事実をみればよい。逆に所得政策は労働力の
質の低下（人的資本の減耗）を招き，熟練低下を
促しかねない6)。
第4に，中東欧にかんして最低賃金の負の雇用
効果を論じるには，①レイオフを含めて企業再構
築が進行中であること，②最低賃金水準が低すぎ，
したがってその影響率も小さすぎることを考慮す
べきだ。いまのところ負の雇用効果の証拠はない
し（たとえばチェコ），逆に低賃金の存在が企業の
再構築を遅らせさえしている”。
第5に，低すぎる最低賃金は他の賃金との絶縁
をうながし，最低賃金によって賃金が抑制されが
ちの予算部門（国家部門）と他部門との労働力の
分断をもたらし，賃金格差の拡大を不可避とした
（たとえばロシアとポーランド） 8)。
第6として賃金の実質低下は，非貨幣所得（た
とえば自給農産物）への傾斜を促した丸
第7としてソ連崩壊は，中東欧諸国にとって内
外の市場崩壊そのものであり，失業対策としてケ
インズ理論は有効である。国外市場の開拓が困難
であれば国内市場の拡大が必要だが，市場経済移
行期の賃金抑制は，総需要に逆効果を及ぼしたよ
うである10)0
以上のような現実があっただけではない。社会
紛争の激化も深刻であった。そこで中東欧各国は，
93年から94年に最低賃金政策の修正に乗りだし
た。具体的には，①物価指数化メカニズムの導入，
②部門と地域の実情に即した調整，③社会的給付
の最低賃金との絶縁，などである。とくに強調さ
れたのは，最低賃金を社会と地域の実情に合わせ
るための労働組合と使用者団体による交渉の重要
性だが，その基本的姿勢は，政府介入（たとえば
課税方式の所得政策）の排除と自由かつ分権的な
賃金決定のもたらす生産刺激的な効果を期待しよ
うというものであった11)0
2 
さて ILO中東欧チームは，以上のような全体的
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見取図のもとにロシア，ポーランド，ハンガリー，
チェコ，プルガリア，ルーマニア，モルダビアの
最低賃金制の実態をとりあげている。
(1)ロシア（タトヤナ・チェトベルニナによる）。旧
ソ連時代の最低賃金は，報酬制度の基礎となる賃
金俸給表 (theTariff Schedule of Wages and 
Salaries)の底辺そのものである。その内容は， 70
年代までは実質最低限 (thereal minimum)を意
味したが，80年代には月額70ループルに凍結され，
ソ連末期には生存最低限 (thesubsistence mini-
mum)という社会的観念すらも消えうせた。生活
賃金としての最低賃金に擬せられたのは，平均賃
金である。
新ロシアの最低賃金も，実態はソ連時代と変わ
らない。予算部門の単一賃率表 (theSingle Rate 
Schedule)の底辺が全国的最低賃金と対応し，最
低賃金は給与計算ベースでしかない。最低賃金は，
さらに社会的給付，課税所得額，罰金の算定基礎
ともされ，一定購買力の貨幣額としても機能した
のである。なお政府は， 93年に単一賃率表の底辺
を最低賃金より高く設定した12)。
労働組合は，旧ソ連的な生存最低限（最低消費
予算）を「規範的生存最低限」 (the normative 
subsistence minimum) とよび，政府のいう生存
最低限を「生理的最低限」 (the physiological 
minimum)とよぶ。最低賃金(92年9月，月額900
ループル）はその生理的最低限 (2,963ルー ブル）
にも，またより低い臨界的最低限にも及ばなかっ
た。 70年間「平等」を建て前としてきた国民にと
って，これは堪えがたい13)。
いまや政策当局にとっての最低賃金制の基本的
課題は，①賃金額をすくなくとも生理的最低限に
近づける，②単一賃率表の再検討と修正，③決定
権限の地域への移譲，④組合賃金協約との対比，
⑤複数制度（政府部門と民間部門）の検討，など
だという。その具体化として，各地域の生存最低
限を確定し，その最低のものを全国最低賃金とし
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ようとする動き（たとえば93年のモスクワ三者協
定）がある。また政府と民間の効率の差を考えれ
ば，⑤は考慮に値しよう。将来はいざ知らず，現
状では複数最低賃金の方が望ましいという 14)0
(2)ポーランド（クルチストフ・ハゲメイエルによ
る）。ロシア同様に最低賃金は，賃金統制の手段と
され， 60年代~70年代には抑制され， 80年代のイ
ンフレ期には据えおかれた。 90年の新しい最低賃
金制により，労働社会政策省が組合連合体と交渉
して最低賃金を決定することとなったが，使用者
団体との協議は求められていない。これは管理型
経済の名残りだが，使用者の負担を大きくしない
最低賃金の設定が暗に求められている。いまや最
低賃金は，旧賃金俸給表の最低基本賃金率 (the
minimum basic wage rate)からフルタイム雇用
の最低報酬総額 (theminimum total remunara-
tion)へと変わり，翌91年には社会的給付との絶縁
を機に，所得分布第1五分位世帯の 1人当たり基
本消費品目・ サービスのバスケットとなった15)0
労働組合からすれば最低賃金は世帯賃金 (the
family wage)たるべきだが，最低賃金はそれに程
遠い。だがかかる最低賃金の支払能力すら多くの
企業は欠いた。インフレ下では賃金決定の物価指
数化方式と課税方式の所得政策が併用されたが，
失業率の上昇 (93年に15%)は賃金統制の意義を
博れさせた。ただし最低賃金の対平均賃金比は90
年以降上昇を続けたが，その理由は，もともと対
平均賃金比が低く，かつ社会的給付との早期絶縁
が最低賃金改定を容易にしたことにある16)0 
だがその対平均賃金比の上昇にもかかわらず，
実質最低賃金はかならずしも高まっていない。社
会的最低限(thesocial minimum)は基本的な財・
サービスのバスケットだが， 90年第4四半期以降
の最低賃金は，その65%~75%にとどまった。た
だし最低賃金の格差抑制効果はあったようだ。ま
た組合圧力と所得政策は賃金分布の均等化に寄与
したようで，賃金分布の中位値，平均値，最瀕値
のどれを基準にとっても，それを下まわる比率は
安定していた。中央統計局の調査 (92年11月）で
は，労働供給上の留保賃金（推定190万ズローティ
ー）と比較して最低賃金 (135万ズローティー）は
低い。だがかかる賃金のもとでも企業の社会保障
税負担は，新規雇入れ意欲を阻むもののようであ
る17)0
いまこそ社会的保護を撤廃すべきだという意見
と，いまさら自由放任に戻れないという意見が対
立しているが，最低賃金水準の低すぎる現在では，
たとえ自由な当事者間交渉が進展しても，その低
さが交渉を制約しかねないという。
(3)ハンガリー（ジェノ・コルタイによる）。建て前
として失業や貧困のない管理経済では，最低賃金
は不要である。賃金決定は中央の規制と政治的調
整によっており，賃金の最低水準の改定は稀であ
った(71年~88年の間に 5回）。 89年に現行形式の
最低賃金が導入され，全国三者利害調整審議会
(the National Council for the Reconciliation of 
Interests)が，政・労・使間の交渉フォーラムと
して最低賃金と一般賃上げのガイドラインを決定
することとなった。いわば中央賃金統制に代わる
団体交渉の登場である18¥
だが生存最低限の算定は続けられ， 80年代には
その精緻化が試みられ， 85年以降は数字が公表さ
れた。その数字をめぐって政府と統計当局が対立
したため， 91年以降は家計調査による新数字に切
り替えられた。最低賃金は生存最低限に及ばなか
ったが，それでもハンガリーでは生存最低限が現
実に意味をもった19)0
90年は最低賃金の最良の年で，議会制民主主義
が生まれ，最低賃金は年3回改定されて，たった
1度ながら生存最低限を超えた。マクロ・レベル
では三者調整審議会の交渉は活発だったが，この
審議会は，最低賃金や賃金ガイドラインの決定に
は適しても，一般的賃金決定には適さなぃ。ミク
ロ・レベルの交渉は活発とはいえず， 92年の締結
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賃金協約数は，企業レベルで400にすぎなかった。
団体交渉が未成熟の現在では，最低賃金の交渉が
一般賃金交渉を部分的に代替したふしがある20)。
最低賃金改定の影響率は全雇用労働者について
1/4 (90年）ないし27%(92年），産業別ではたと
えば農業52%および化学6%(いずれも92年），職
業別では筋肉労働は非筋肉労働の 8倍，不熟練労
働は熟練労働の2.7倍，雇用形態別ではパート労働
はフルタイム労働の2.5倍（いずれも94年）であっ
た。労働組合が3本立て（一般，熟練，高学歴）
の最低賃金を唱えたのは，こうした背景による。
ただし最低賃金制そのものは，すでに適切に機能
しているという 21)。
(4)チェコ（アレナ・ブフチコワによる）。 90年から
の市場経済移行によって賃金決定は団体交渉によ
ることとなり， 91年には政・労・使間の一般協定
として全国的最低賃金が設定された。その対平均
賃金比は60.2%で，その後低下したものの下位レ
ベルの賃金交渉の基準となった。さらに92年の法
律は，賃金自由化の環境整備と当面の賃金保護と
を定め，かつ賃金は中央の最低賃金を下まわらな
いこととした22)0
チェコの最低賃金の特徴は，そのめざすところ
が必要最低生活水準にすぎないのに，生計費調整
すら充分でなかったことにある。財政難，国家部
門の低生産性，マクロ経済上の要請などが理由と
してあげられる。ここにマクロ経済的要請とは，
国際競争力の維持，賃金インフレの懸念，社会的
給付を含めた公共支出の抑制をさす。
最低賃金未満者比率は全体で0.23%(92年）に
すぎないが，年齢別では16歳~19歳層を最高(1.12
％）とし，その後加齢とともに低下し， 61歳から
また上昇する。雇用形態別ではパートタイマーが
高い(0.80%,女性のみでは1.08%)。産業別では
最高が食品 (2.93%),次いで電子 (0.63%)だが，
紙パルプ，建築材料，サービスなどはゼロであっ
た。
78 
最低賃金の負の雇用効果は，既存の過剰雇用の
調整がおこなわれれば，かなりの大きさとなろう。
だが現実には過剰雇用は維持され，それでいて収
益性の乏しい企業の倒産した例は稀である。最低
賃金の改定は，失業率をかならずしも大きく高め
ないであろう 23)。
(5)プルガリア（トドル・ラデフによる）。計画経済
下の完全雇用は，財の非市場的供給と社会的給付
で補償された低賃金とを前提とする（低賃金は完
全雇用の代償）。市場経済への移行は，かかる人為
的システムの破壊にほかならない。全国三者委員
会 (theNational Tripartite Commission)が設
置され，そこで決定された全国的最低賃金が下位
レベルの決定に影響をおよぼす。委員会内で組合
は，最低賃金として社会的最低限の70%を求めた
が，平均賃金すら社会的最低限を下まわったし，
また社会的給付との関係が最低賃金改定を妨げた
こともあり， 91年央を例外としてかかる組合要求
は実現していない。 93年政府は，最低賃金のイン
フレ調整と定期改定を約束したがすぐ破棄し，翌
年インフレ予測値による調整を導入した24)0
部門の最低賃金は全国のそれを上まわったの
に，実際の支給賃金は最低賃金を下まわった（そ
の比率は93年では貿易24.3%,衣服21.9%,石炭
0.0%など）。有効な団体交渉はみられず，それだ
けに賃金インフレの恐れは少なかった。だが91年
9月以降賃金が急上昇したため，政府は，総額規
制の所得政策（最高400%の懲罰課税をともなう）
を導入したが，税滞納のペナルティーはなく，政
策の効果は疑わしい。
賃金格差はどうか。賃金分布上位10%と下位10
％の格差は， 89年までは 3倍未満で安定していた
が， 94年には 5倍どなった。産業間格差も同様で，
平均賃金が最高の石炭は，最低の衣服の3.3倍(93
年）に達した25)。
最低賃金の負の雇用効果は，統計的に確認でき
るが，留意すべき点がある。すなわち①賃金が最
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低賃金以下の労働者数は減少している，②公式の
失業登録者には，社会的給付の受給資格のない者
は含まれないが，地下経済の就業者は多く含まれ
る，③失業者数は農業・旅行シーズン (5月~6
月）に減少し，学卒期 (7月）や徴兵解除期 (3
月~4月と 9月~10月）に増加する，④欠員数が
失業者数を上まわっている（主として有資格技能
者の不足による），というのである 26)。
社会的最低限と最低生活水準（生理的最低限に
して社会的最低限の60%~75%) という 2つの指
標と対比すると，最低賃金は前者の 5割，後者の
7割にすぎなかった。平均年金は平均賃金の1/3で
あり， 90年~93年の個人消費低下は40%だったか
ら，ィンフレ下に貧困化は進んだといえる。富の
集中と所得格差の拡大という中南米的傾向もみら
れる。現在のジレンマは，最低賃金の防貧機能と
経済危機打開策とが両立しない点にある。最低賃
金の改定を抑制し，若年層に別立ての最低賃金を
設定することは，やむをえないという 27)。
(6)ルーマニア（ステリアナ・ペルトとニコラエ・
ポペスクによる）。市場経済への移行にともない，
弱者保護とマクロ経済の安定の両立を迫られたの
はルーマニアとて同様であり，最低賃金制はいま
や賃金政策，所得政策，社会保障政策の一般的手
段となった。具体的に求められたのは，全国的最
低賃金は，①最低生活水準を保障すべきだが，マ
クロ経済的にてみて高すぎてはならず，②各レベ
ルの団体交渉の出発点であり，③全賃金カテゴリ
ーないし賃金構造全体の基本エレメントであり，
④賃金政策の主要手段として経済構造調整に寄与
しうる，といった点である。③は，社会的保護手
段としての最低賃金と賃金構造ベースとしての最
低賃金とが，明白に区別されていなかったことを
示す28)0
賃金が自由化された91年3月，最低賃金は，従
来の月額2,000レイ (89年にて平均賃金の58.6%)
から3,150レイ（同59.6%)に改定され，その後15
回の改定を経て94年7月には65,000レイ（同35%)
となった。対平均賃金比の低下した主な原因は，
最低賃金の改定が，一般賃金趨勢とは無関係にイ
ンフレ調整係数のみによったことにある。組合は，
部門最低賃金の全国的最低賃金にたいする比率の
維持に努め，政府もこれに同調し，最低賃金の交
渉平準化が意図されたらしい。平均以上の企業賃
上げにたいしては，課税方式の差別的調整（所得
政策）が試みられている29)0
結論として，全国的最低賃金は必要生活水準に
達せず，また最低賃金世帯の所得は支出の43%し
か賄えなかった。それでいて最低賃金は賃金交渉
のベースだったから，それはインフレ促進要因と
もなった。可能な政策選択肢は，①インフレ抑制
と失業回避のための最低賃金水準の適性化と②イ
ンフレ的成長による低賃層の購買力保障（最低賃
金の50%~100%引上げ）だが，①は最低賃金の趣
旨に反し，②はインフレを加速させる。真の解決
策はその中間だが，それを達成させうるのは，政・
労・使間の交渉と合意のみであろうと 30)。
(7)モルダビア共和国（バレンチナ・ポストラチ，
ワシリラ・ロタル，ワシル・ストイアノフによる）。
共和国の主権宣言と市場経済への移行によって，
仕事と労働の観念は根本的変革を迫られたが，最
低賃金制の確立はその帰結の 1つである。賃金に
かんする法律 (93年）によって国家の社会的保障
として，全国的最低賃金，全国的賃金率，国家補
助手当が定められた。最低賃金は，社会的規範と
しての最低生存水準 (theminimum subsistence 
level, 最低技能者の許容しうる最低水準）を意味
するが，具体的には公共部門の単一賃率表の最低
賃率を基準とする。それ以外の民間賃金は交渉で
決まる31)。
最低賃金制の導入はインフレ期だったので，そ
の水準決定は物価指数化方式によった。その内容
は，最低賃金の倍額までは物価指数の50%を調整
し，未調整部分が最低賃金を超えればそれを限度
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に同じく 50%を調整するというものである。だが
当時これは実施されず，その後の最低賃金改定も
4回にすぎない。なお最低賃金は充分にマクロ経
済政策の手段たりうるが，今日の政府にその手段
をとる力量はない32)0 
最低賃金の対平均賃金比は， 91年~94年に
1/3から1/6に低下した（先進国は約1/2)。単一賃
率表の適用される公共部門の賃金も，民間賃金と
対比して低下した。賃率表の底辺賃率といえども，
企業支払能力以外に最低生活保障と就業意欲喚起
の配慮があるべきであろう。現状は，同一価値労
働・同一賃金 (comparablepay for comparable 
work)の原則からも逸脱している。かかる逸脱は
社会的緊張をも生みだしかねないので，公共部門
の賃金是正のために相当の予算措置が求められよ
つ> 33) ゜
最低生存水準にたいする現実の最低賃金の比率
は， 93年で0. 13(= 5, 450レウ/41,600レウ）であ
った。最低賃金の約5倍にあたる平均賃金の世帯
ですら，ェンゲル係数は80%以上で，それは貧困
線を下まわった。要するに最低賃金は，勤勉と技
能・資格取得を促すようなものでない。最低賃金
を生存最低限に近づけ，社会風土の崩壊を防ぐに
は，硬直的な単一賃率表（過度の人為的差別）よ
りも自由な交渉による賃金決定の方が望ましい。
現在のところ，かかる最低賃金がインフレ要因化
することはないと 34)0 
3 
管理経済から市場経済への移行期の最低賃金制
の問題点が以上のとおりだとして，それでは市場
経験の長い西欧の最低賃金制はどうだというの
か。ステファン・バザンとジルベール・バンバユ
ーは，最終章でそれを以下のように論じる。
初期の最低賃金制（ニュージーランド，オース
トラリア，イギリス）は，搾取の防止を目的とし
たが，制度のその後の発展は多様であって，全国
一律の普遍的法定最低賃金というイメージは抽象
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的にすぎる。たとえばOECD諸国の大多数に，か
かる型の最低賃金はない。
最低賃金の決定方式は多様だが，ほぽ4つの型
に分けられる。①はフランス型で，全国的法定最
低賃金 (SMIC)が18歳以上の全労働者に適用さ
れ， 18歳未満，従弟，障害者には別個の最低賃金
が適用される。②は合衆国型で，全国的には連邦
最低賃金が機能し，州最低賃金がそれを補う。③
はイギリス型で，法定最低賃金は過去の話であっ
て，もはや存しない。④は協約型で， ドイツ，ィ
タリア，デンマークがこれに属する。要するに中
央集権的方式は，最低賃金による保護を全国的に
与えるには有効だが，産業や地域の実情を反映し
がたい。逆に分権的方式は，かかる実情の反映に
は適しても，交渉力関係が非対称的であれば有効
ではない35)0 
最低賃金の経済的インパクトは，決定方式に影
響されやすい。決定が分権的なら，最低賃金適用
領域からの排出労働力の一部は非適用領域に吸収
されうるが，決定が集権的なら，一部企業の存続
は困難となろう。理論的には，最低賃金の負の雇
用効果は諸種の要因（資本代替の可能性，価格転
嫁の可能性，衝撃効果の如何など）によるが，需
要独占下であれば，賃上げ費用を生産拡大によっ
て吸収できるかぎり，逆に正の雇用効果もありえ
よう。だが現実をみれば，ヨーロッパの大量の失
業者の多くは最低賃金適用対象の若年層や不熟練
層だったため，失業の供給側要因（賃金の非伸縮
性）を強調する風潮も手伝って， 80年代には最低
賃金制が軽視されるようになった36)0 
ところで最低賃金の負の雇用効果にかんして過
去の実証研究はなにを語るか。まず理論的には，
例のマーシャルの派生需要の条件から，生産物市
場が競争的で，賃金水準も低く，技術も労働集約
的でかつ資本集約化が容易であればあるほど，負
の効果は大きいはずである。だがこの理論モデル
の難点は，需給を論じるさいの前提（労働の同質
性）が確認できないことにある。賃金の同一集団
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は労働の同質集団ではない。だが現実には，最低
賃金適用集団を同質集団としているという37¥
つぎに実証的にみると，研究のほとんどは時系
列データによっている。有意の雇用効果の発生に
は時間を要するし，また横断面に最低賃金変動（雇
用効果を認定しうるほどの）はみられないためだ
が，面白いことに，静学モデルでは有意の負の効
果が認められる場合でも，動学モデルではその有
意性が消え，かつ効果の大きさも小さくなりがち
だという。
ただし合衆国の場合，研究世代間に計測差がみ
られる。 80年代までの第 1世代は，連邦最低賃金
の10%引上げは10代雇用を 1%~3%低下せしめ
た（ただし計測値の小さいほど有意性は高い）と
いう。だがその後の第2世代は，たとえばレーガ
ンの凍結した最低賃金 (3ドル35セント）を27%
(90セント）引き上げたブッシュの決定は，第 1
世代のいう有意の負の効果をもたらさず，逆に雇
用を増加せしめさえしたという。
ヨーロッパの研究は一般に負の雇用効果を確認
している。ヨーロッパ労働市場は協調的で，組合
組織率と協約適用率が高く，とくにフランス，ォ
ランダ，ポルトガル，スペイン，ベルギー，ルク
センブルグは完全な全国的最低賃金制度をもつ。
各国の研究では，最低賃金の10%引上げは若年雇
用を 1% (ギリシャの製造業）， 1%~2%(フラ
ンス）または 5%~6% (オランダ）低下させる
という。ポルトガルの雇用弾性値は10代で一0.2,
20代前半で一0.47であった38)0 
以上のように西欧と合衆国の最低賃金制の現実
を論じたバザンとバンバューは，そこから中東欧
諸国についての教訓を以下のように引きだす。す
なわち①最低賃金はセクターを超えて統一的たる
べきである，②経験と訓練を欠く若年層の最低賃
金は，成人層のそれより10%~20%低くてもよい，
③最低賃金の改定は合衆国方式（議会方式）を避
けるべきで，物価指数方式によるのがよく （ただ
し改定要件としての指数変化を小刻みにすると，
インフレ期には改定回数が過度となる），また生産
性基準も考えてよい，④最低賃金水準は，低すぎ
れば効率を損ない，高すぎれば技能差や人的資本
差を反映した賃金格差の設定を困難とし，究局に
は，「技能水準と生産性の低下→インフレ圧力の増
大→負の雇用効果の現出→団体交渉発展の阻害」
という状況に至るかもしれない，というのであ
る39)0 
?
この書物の最大の利点は， 7カ国について豊富
な統計データを収めていることである（ただし書
物の出版から 3年を経過していて，その間の変化
は無視できまい）。その利点を強調した上でこの書
物の意義をあげると，それは，混乱期（市場経済
移行期）という背景を充分に考慮してさえ，当時
の状況が，どのような社会であれ最低賃金の理念
の実現は容易でないことを示していた点にあろ
う。理念はすでに国際化 (ILO第26号条約）して
いるが叫生活賃金や生存最低限の具体的内容や
それを制度的に保障する仕組みについて，国際的
にも国内的にも完全な合意があるわけではない。
それが比較的容易だと思われる旧社会主義諸国で
も，そうではなかった。
市場経済を前提するかぎり，最低賃金と社会的
給付との接続は無理だし，最低賃金が当事者間の
自由な賃金交渉の最下限を規制するにすぎないこ
とは，明らかである。その規制を理論レベル（生
理的限度，社会的限度，それとも公正競争確保）
で論じるのは簡単だが，実務レベルの規制はそう
簡単でない。
日本の場合，地域別最低賃金間の格差（たとえ
ば東京と沖縄）を考えれば，全国一律的な制度の
現実性は乏しい。それに非正規労働の拡大を理由
に最低賃金表示単位の 1本化（現行の日額・時間
額併用に代わり時間額のみ）を求める声も強く，
最低生活費の保障という理念も薄れざるをえな
い。また ILOの原則は「労働は商品でない」とい
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うが，抽象概念としての労働はともあれ具体的技
能（とくに高度の技能）はまさに商品であろう41)0 
最低賃金の理念の稀釈化とその制度の象徴化は，
注
ある程度やむをえない。この書物は，多少ともそ
れを教えてくれるようである。
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